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1 射水市における安全・安心で快適な居住環境の創出 4
平成26年度　～　平成30年度　（5年間） 射　水　市

・都市計画道路駅前線の平日昼間12時間自動車交通量を2,804台/12時間(H25)から3,000台/12時間(H30)へ7%増加
・市内のデジタル防災行政無線の面積カバー率を24％（H25）から85％（H30）に増加

（H26当初） （H28末） （H30末）
都市計画道路駅前線の平日昼間12時間自動車交通量

（交通量調査による観測）

市内のデジタル防災行政無線のカバー率

（デジタル防災行政無線の整備シミュレーションデータよりカバー面積を算出）(%)

Ａ　基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 個別施設計画 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H26 H27 H28 H29 H30 策定状況

1-A-1 都市再生 一般 射水市 直接 785 － － －

1-A-2 街路 一般 射水市 直接 149 － － －

合計 934 － － －

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30 策定状況

－ － － － － 0 － － －

合計 0 － － －

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

1-C-1 施設整備 一般 射水市 直接 －

228
合計 －

228

番号 備考

1-C-1 1-A-1と一体的に整備することにより、地区内の災害発生時の防災機能（避難能力）が強化される。

射水市 デジタル防災行政無線整備事業（都市再生整備計画の区域外） 射水市

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

屋外拡声子局N=36

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

－ － － －

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名

費用便益比

射水市 都市計画道路駅前線 L=252m,W=20m,駅前広場 射水市

射水市 大門・大島地区都市再生整備計画事業 道路、公園整備事業等　643ha 射水市

事業者
要素となる事業名

市町村名

934百万円
（うち提案事業分4百万円）1,162百万円 228百万円 20.0%

（参考様式２）社会資本総合整備計画
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

平成29年12月15日

変更回数 重点配分対象の該当

2,804台/12h
(H25)

―
3,000台/12h
  (7%増加)

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

費用便益比

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　射水市は、富山県のほぼ中央に位置し、平成17年11月に新湊市と射水郡の全町村（小杉町、大門町、大島町、下村）が合併して誕生した市である。大門・大島地区は、北陸本線の越中大門駅を中心とした一体性のある市街地を形成している地
区である。また、地区北東部に位置する大島中央公園東側隣接地（グリーンスクエア）では、射水市発足以来の分庁方式による行政機能を集約した新庁舎建設が計画されており、今後、この地区の拠点性向上が予想されることから、新庁舎周辺
の公共公益施設を活用して、交流の促進を図る。
　平成27年春の北陸新幹線開業と合わせた並行在来線（北陸本線）第三セクター化に伴い、鉄道利用環境の変化による越中大門駅利用者数の減少が懸念されていることから、都市計画道路駅前線を整備することにより、同駅へのアクセス改善及
び利便性の向上を図る。
　東日本大震災発生後、市の防災機能向上に対する市民の要望は高まっており、災害に強いまちづくりを実現するために、新庁舎の防災拠点化及びデジタル防災行政無線網の整備、市道の狭隘箇所の改善等を行うことにより、市民が安全・安心
で快適に暮らせる居住環境の創出を目指す。

カバー率＝カバー面積／市域面積×100%
24%

(H25)
85% 85%

全体事業費
（百万円）（事業箇所）

（Ａ(提案事業分)＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
Ａ Ｂ 0百万円 Ｃ

効果促進事業費の割合



交付金の執行状況
（単位：百万円）

※　平成２６年度以降の各年度の決算額を記載。
※　平成２８年度は、決算額が確定でき次第記載。

-
未契約繰越＋不用率が10％を超えて

いる場合その理由
- -

用地交渉に不測
の日数を要した
ため

-

0

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

0.0% 0.0% 24.0% 100.0% #DIV/0!

不用額
（h = c+d-e-f）

0 0 0 116

うち未契約繰越額
（g）

0 0 35

翌年度繰越額
（f）

16 14 59

支払済額
（e）

12 75 85

前年度からの繰越額
（d）

0 16 14 59

交付額
（c=a+b）

28 74 130 57 0

計画別流用
増△減額
（b）

0 0 0

H30

配分額
（a）

28 74 130 57

H26 H27 H28 H29



（参考様式2）参考図面(社会資本整備総合交付金)

計画の名称 1 射水市における安全・安心で快適な居住環境の創出

計画の期間 平成26年度　～　平成30年度　（5年間） 射水市交付対象

変更回数 4

凡  例 

基幹事業 
 
効果促進事業 

■基幹事業（1-A-1） 

 大門・大島地区都市再生整備計画事業 

 （道路、公園、地域生活基盤施設） 

□効果促進事業（1-C-1） 

 デジタル防災行政無線整備事業 

（屋外拡声子局N=41） 

■基幹事業（1-A-2） 

 都市計画道路駅前線 



都市再生整備計画（第4回変更）

大門
だ い も ん

・大島
お お し ま

地区
ち く

富山
と や ま

県　射水
い み ず

市

平成２９年１２月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 643 ha

平成 26 年度　～ 平成 30 年度 平成 26 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人／年 H24 H30

人 H24 H30

％ H25 H30100%

定　　義

7%
都市再生整備計画区域内の
デジタル防災行政無線のカバー率

デジタル防災行政無線を整備した効果を、災害情報等を伝達で
きるエリアで確認する。
（目標３に対応）

16,534人

目標値従前値

越中大門駅の乗降客数 290,948人／年

16,534人

都市再生整備計画区域におけるデジタル防災行政無線の
面積カバー率（面積比率）

地区の交通拠点としての越中大門駅の利便性向上の効果を、
駅利用者数の推移により確認する。
（目標１に対応）

地区内居住人口数 地区内の居住人口数

新庁舎を含む公共施設を一体的に整備することにより、地区の
拠点性の向上及び交流の促進が図られる効果を、地区内居住
人口の推移により確認する。（目標２に対応）

目標と指標及び目標値の関連性

越中大門駅の乗降客数

都道府県名 富山県
とやまけん

射水市
いみずし

大門
だいもん

・大島
おおしま

地区

計画期間 30

　射水市は、富山県のほぼ中央に位置している人口約9万3千人の市で、平成17年11月に新湊市と射水郡の全町村（小杉町、大門町、大島町、下村）が合併して誕生した市である。大門・大島地区は、北陸本線の越中大門駅を中心とした一体
性のある市街地を形成している地区である。
　地区北東部には、多目的グランド等の運動施設を備えた大島中央公園や、弓道場、ヨシダ大島体育館などの体育施設、大島絵本館が整備されており、市民の憩いの場となっている。また、大島中央公園東側隣接地（グリーンスクエア）で
は、射水市発足以来の分庁方式による行政機能を集約した新庁舎建設が計画されている。新庁舎建設に伴い、今後、地区の拠点性向上が予想されることから、新庁舎周辺の公共公益施設を活用して、交流を促進することが求めらている。
なお、新庁舎建設の基本構想作成にあたっては、これまで有識者や地元代表らが組織した射水市新庁舎整備基本構想検討委員会を６回開催しており、庁舎の機能や規模、大島中央公園周辺の既存施設との空間構成などについて議論を重
ねてきている。
　今後、地区を取り巻く環境の変化として、平成27年春の北陸新幹線開業と合わせた並行在来線（北陸本線）第三セクター化に伴い、鉄道利用環境の変化による越中大門駅利用者数の減少が懸念されていることから、同駅周辺の利便性向
上及び利用促進が求められている。
　また、東日本大震災発生後、市の防災機能向上に対する市民の要望は高まっており、市では、これまで津波ハザードマップの作成や自主防災組織の育成・支援などの取組みを進めてきている。しかしながら、当地区では防災行政無線の未
整備箇所があるなど防災機能の強化が急がれており、新庁舎の防災拠点化及びデジタル防災行政無線網の整備や狭隘な道路の改善等を行い、災害に強いまちづくりを推進することが求められている。

【射水市総合計画】平成20年3月策定
　射水市総合計画では、まちづくりの政策として、快適で利便性の高いまちづくり、快適で住みよいまちづくり、安心して暮らせるまちづくり、が掲げられており、基本計画では、越中大門駅周辺の整備や、都市計画道路の整備促進、歩道設置
や交差点改良など道路の利便性・安全性の向上と、公園・緑地のリフレッシュ整備、デジタル方式による防災行政無線の統合整備、統合庁舎建設の検討などがまちづくりの施策として示されている。

【射水市都市計画マスタープラン】平成22年3月策定
　射水市都市計画マスタープランでは、大門・大島地域の将来像として「交流が盛んな、快適な居住環境と、商・工業が共存できる活力あふれるまち」を掲げており、住みよい快適な都市環境を創出するまちづくり、交流により心ふれあうまちづ
くり、繁栄する活力あるまちづくりが示されている。また、都市整備の方針として、大島中央公園の施設・設備の充実、市街地内の道路の安全性確保、都市計画道路駅前線の整備促進、越中大門駅の利便性向上と利用促進のための駅周辺
整備が示されている。

285,195人／年

交付期間

1. 越中大門駅周辺の利便性向上
　北陸新幹線開業と合わせた並行在来線（北陸本線）第三セクター化による影響を見越し、地区の交通拠点である越中大門駅の利便性向上を図ることが課題である。
2.公共公益施設を活用した交流の促進
　新庁舎建設を契機に、周辺の公共施設を一体的に整備することにより、地区の拠点性向上が予想され、周辺交通の円滑化やコミュニティの向上、交流促進が課題である。
3. 安全・安心な居住環境の創出
　狭隘な道路の改善等など道路環境を整えるとともに、地区の防災機能を強化することで、地区住民が安全・安心に居住できる環境を創出することが課題である。

【大目標】　交流により心がふれあう、安全・安心で快適な居住環境を創出するまちづくり
目標①　：　地区の交通拠点である越中大門駅周辺の利便性向上
目標②　：　公共公益施設を活用した交流の促進
目標③　：　地区住民が安心して暮らせるまちづくり

指　　標



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業
目標①　地区の交通拠点である越中大門駅周辺の利便性向上
【整備方針】
　・越中大門駅へ連絡する道路を整備することにより、同駅へのアクセスを改善し、利便性を向上させる。また、沿道に立地する公園を再整備することによっ
て、憩いの空間を提供する。

→　基幹事業：市道雄神町停車場線側溝改修〔道路〕
→　基幹事業：大島南部公園再整備〔公園〕

目標②　公共公益施設を活用した交流の促進
【整備方針】
　・新庁舎に隣接する交差点を改良することにより、想定される多数の来庁者が安全で円滑に通行できる環境を整える。
　・大島中央公園を再整備することにより、地区の身近なレクリエーション拠点として、機能向上を図る。

→　基幹事業：市道大島北野鷲塚線外1路線交差点改良〔道路〕
→　基幹事業：大島中央公園再整備〔公園〕

目標③　地区住民が安心して暮らせるまちづくり
【整備方針】
　・地区内の狭隘な道路の側溝を改修することにより、安全で円滑な交通環境を整える。

　・また、災害発生時などに必要な緊急情報を広く市民に伝達できるデジタル防災行政無線を市内で一体的に整備することにより、地区住民が安心して暮ら
せる環境を提供する。

→　基幹事業：市道雄神町停車場線側溝改修〔道路〕
　　 基幹事業：市道倉町停車場線側溝改修〔道路〕
　 　基幹事業：市道柳町大門本江線側溝改修〔道路〕
　　 基幹事業：市道北高木新町線側溝改修〔道路〕

→　基幹事業：デジタル防災行政無線整備〔地域生活基盤施設〕



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費 B/C

道路 側溝改修 射水市 直 L=210m 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 24 24 24 24 ―

側溝改修 射水市 直 L=240m 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 30 30 30 30 ―

側溝改修 射水市 直 L=80m 平成30年度 平成30年度 平成30年度 平成30年度 7 7 7 7 ―

側溝改修 射水市 直 L=1,200m 平成28年度 平成30年度 平成28年度 平成30年度 90 90 90 90 ―

交差点改良 射水市 直 N=1 平成30年度 平成30年度 平成30年度 平成30年度 13 13 13 13 ―

公園 公園再整備 射水市 直 A=5.70ha 平成26年度 平成29年度 平成26年度 平成29年度 2,019 486 486 486 ―

公園再整備 射水市 直 A=0.31ha 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 50 50 50 50 ―

地域生活基盤施設 地域防災施設 射水市 直 デジタル防災行政無線親局設備N=1,屋外拡声子局 N=10 平成26年度 平成28年度 平成26年度 平成28年度 1,328 81 81 81 ―

合計 3,561 781 781 781 ― …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

射水市 直 N=1式 平成30年度 平成30年度 平成30年度 平成30年度 4 4 4 4

合計 4 4 4 4 …B

合計(A+B) 785

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

射水市 国土交通省 ― ○ ○ 平成26年度 平成28年度 1,247

射水市 国土交通省 ― ○ 平成26年度 平成28年度 4,890

射水市 国土交通省 L=252m,W=20m ○ 平成26年度 平成30年度 1,026

合計 7,163

交付対象事業費 785 交付限度額 314.0 国費率 0.4

交付期間内事業期間
細項目 うち民負担分

市道雄神町停車場線

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

大島中央公園

大島南部公園

市道倉町停車場線

市道柳町大門本江線

市道北高木新町線

市道大島北野鷲塚線 外1路線

デジタル防災行政無線整備

細項目 うち民負担分
地域創造
支援事業

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

まちづくり活
動推進事業

事業活用
調査

事業効果分析調査 事後評価

0

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

デジタル防災行政無線整備事業
（都市再生整備計画の区域外）

－

新庁舎整備事業 新庁舎整備

都市計画道路駅前線整備事業 都市計画道路駅前線



都市再生整備計画の区域

　　大島・大門地区（富山県射水市） 面積 643 ha 区域
射水市あおば台、赤井、二口、大島北野、北高木、北野、小島、小林、新開発、大門、大門
本江、棚田、土合、鳥取、中野、中村、本開発、八塚、若杉の一部



越中大門駅の乗降客数 （ 人／年 ） 285,195人／年 （H24年度） → 290,948人／年 （H30年度）

地区内居住人口数 （ 人 ） 16,534人 （H24年度） → 16,534人 （H30年度）

都市再生整備計画区域内のデジタル

防災行政無線のカバー率
（ ％ ） 7% （H25年度） → 100% （H30年度）

大門・大島地区（富山県射水市）　整備方針概要図

目標

【大目標】　交流により心がふれあう、安全・安心で快適な居住環境を創出するまちづくり

目標①　：　地区の交通拠点である越中大門駅周辺の利便性向上

目標②　：　公共公益施設を活用した交流の促進

目標③　：　地区住民が安心して暮らせるまちづくり

代表的な

指標

計画区域 

 

       基幹事業 

       提案事業 

       関連事業 

凡  例 

■基幹事業 
（道路 側溝改修） 
 市道北高木新町線 

■基幹事業 
（公園 公園再整備） 
 大島中央公園 

■基幹事業 
（道路 側溝改修） 
 市道雄神町停車場線 

■基幹事業 
（公園 公園再整備） 
 大島南部公園 

■基幹事業 
（地域生活基盤施設 地域防災施設） 
 デジタル防災行政無線整備 

■基幹事業 
（道路 側溝改修） 
 市道柳町大門本江線 

■基幹事業 
（道路 交差点改良） 
 市道大島北野鷲塚線外1路線 

□提案事業 
（事業活用調査 事業効果分析調査） 
 事後評価 

□関連事業 
 新庁舎整備事業 
 

□関連事業 
 デジタル防災行政無線整備事業 
（都市再生整備計画の区域外） 

□関連事業 
 都市計画道路駅前線整備事業 
 

■基幹事業 
（道路 側溝改修） 
 市道倉町停車場線 

□関連事業 
 子ども・子育て総合支援施設 
 


